
電話

（第 １ 章）

（第 ３ 節）

（第 １

①

②

①

②

50.00

万円 31.26 26.90 30.88 31.16

49.00 64.00

　保護者の仕事や疾病その他の事情により昼間保育できない就学前児童や保護者

子育て支援の充実

　児童福祉法第３５条第３項の規定による設置認可を受けていない認可外保育園
の運営費を補助し、地域の要保育児童を良好な環境で安全に保育し健全育成を図
る。

　輪厚保育園運営委員会及びＮＰＯ法人あおぞら保育園に対し運営費補助金を交
付する。　定員　５０名
　Ｈ１５年度入所児童数　　４０名～年間４８０名
　Ｈ１６年度入所児童数　　２２名～年間２５２名
　Ｈ１７年度入所児童数　　２０名～年間２２９名
　Ｈ１８年度入所児童数　　２５名～年間２９１名
　Ｈ１９年度入所児童数 　 ２９名～年間３８４名

　輪厚保育園、あおぞら保育園を補助対象とし実施する。
　平成20年度事業内容（見込み）
　　輪厚保育園                     7  名
　　あおぞら保育園 　             20  名

手　　段

(ここから成
 果指標を導
 きます）

 市が行った
(行う)事務事
業の具体的な
実施内容
（※団体補助
等の場合はそ
の補助金によ
る団体の活動
内容を記載）

対　　象
(誰､又は何を)

19
年
度
ま
で

20
年
度

事務区分

（総合計画での
  位置付け） 施策

(何をねらっている
 のか。対象をどの
 ような状態にした
 いのか)

■自治事務　　□法定受託事務　

事務事業開始年度

(ここから成
 果指標を導
 きます）

〃  終了予定年度

節

安全で安心できるまち

根拠法令等

児童福祉

直接事業費

8,707

一般財源 8,9957,222 8,707

①合　計

21年度（予定）19年度（決算）

（単位：千円）

２　実　施　（ドゥ）

【事業費の推移】

区　　　　分 20年度（予算）

9,000

作成部署 保健福祉部児童家庭課

部長職名 岩泉功一

18年度（決算）

地方債

0.15 0.15

7,747 8,995

国支出金

525

その他特財

道支出金

 成果指標
(目的の達成
 度を測るも
 のさし）

人  件  費
（概算）

②人　数（年間）

③1人当り年間平均人件費

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

0.15

9,000

1,350

10,057

0.15

 活動指標
(事務事業の
 活動量や実
 績）

300384人数

〃 2925

10,350

1,350

指　　　標　　　名

　総　事　業　費 ①＋④

9,000

21年度（目標）20年度（目標）

④＝②×③ 1,3501,350

9,0009,000

18年度単位

300

25 25

　平成２０年度事務事業評価調書（継続用）

１　計　画　（プラン）

上位施策との関連 章

別紙１

S53

整理番号 19-13

　北広島市認可外保育所制度実施要綱

目　　的

意　　図

認可外保育園運営費補助事業事務事業名 内線８０１

課長職名 平成２０年５月２３日八町史郎

291

北広島市

作成日

施策）

9,000

指　　　　　標　　　　　値

19年度

9,097 10,345

毎月初日入所児童数　

(年間毎月初日在籍児童数の計）

年度当初児童数

入所率

（初日入所児童者数/定員数（600人）） ％ 50.00

総事業費／毎日初日の入所児童数

１人当りの経費(単位:万円）



□

■

□

□

　 内部評価委員会
   の総合判定

　今後の補助制度について見直しを行う。

　認可外保育園の状況や保育需要などを検証しな
がら補助制度について検討を図る。

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止
□終了

□拡大重点化

　　□有　　　　■無

【１次評価】

□拡大重点化
□現状継続

　 事務事業担当
　 部局の総合判定

　認可保育施設を整備することと比べると最小経
費で事業は実施されている。

・受益者負担は適正か。
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
　ていないか。

　認可保育園での保護者負担と隔たりがある部分
については、市の保育行政として検討しなければ
ならない課題である。

評点区分 　　４　適切　　　　３　概ね適切　　　　２　改善の余地がある　　　　１　不適切

3

 法律で実施が義務付けられている事務事業か

2

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか。（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか。
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か。
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か。
　（公共性・公益性の度合）

公
平
性

有
効
性

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。
民間活力の活用性評価
（事業担当部局が評価）

□統合

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

■見直し

今後の方向性

前年度の
２次評価

判　　定

見直し

今後の方向性

　地域の保育需要を見極めるとともに、認可外として行政を補完する役割も考慮しな
がら補助内容の見直しを進める。

[※参考]

今後の方向性（課題と解決方法等）

□現状継続
■見直し

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

チェック項目

整理番号

選択理由、説明等
評
点

19-13

　保育需要の多い地区や保育施設のない地区で活
動している認可外保育施設の運営に補助を行うこ
とにより地区住民の保育ニ－ズを補完している。

　補助事業者からは更にきめ細かな補助内容を求
める要望あり。

3

□休・廃止
□終了

３　評　価　（チェック）

□拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か。
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か。
　（手段有効度合）

妥
当
性

外部評価
委員会の
総合判定



・地域との交流や世代間交流の実施

補助・交付金の算出根拠
　保育基本分、牛乳支給代、除雪作業賃金、職員健康診断、園児減少運営
費に対して補助

5,043
　 （Ｄ）

 対象経費に対する補助・交付金の割合

 補助・交付金の対象経費（金額）
5,712

 全体支出に対する本市補助・交付金の

 割合　　  （Ａ）÷（Ｃ）

 交付先団体等の
 活動目的

 交付先団体等の
 活動内容

　運営委員会が設置主体となり、父母会が運営主体となって運営している。

■補助団体にある □市役所にある

支　　出

支　出　合　計 （Ｃ）

（単位：千円）

1,053

１８年度 (決算)区　　　　分

3,873

617その他 941

本市補助･交付金の額（Ａ）

保育料

２０年度 (予定)

3,826

1,177886 588

【交付先団体等の決算･予算の状況】

収　　入

3,789

繰越金

人件費

事業費

446

5,043

管理費

収　入　合　計 （Ｂ）

481 607

5,796

96

4,077

702 912 520

4,529 4,572

84

別紙２ 付　　　　　表

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 　認可外保育園運営費補助金

＜継続用＞

75

5,043

％

6,091

6,140

6,091

％75

％68 ％ 63 ％

68 ％ 63
（Ａ）÷（Ｄ）

 補助・交付金の対象経費（項目）

設立年 昭和47年

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書
整理番号 19-13-1

交付先の名称
及び代表者名

　くりの木幼稚舎　輪厚保育園　運営委員長　竹田保夫

□運営費・事業費の双方に充当
補助金等の充当
状況（19年度）

事務局の状況
（19年度）

0繰越金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 84 49

１９年度 (決算)

 構成員(団体)数 （20年3月末現在）　職員　3人

5,712

49

■運営費のみに充当 □事業費のみに充当

人件費・事業
費・管理費

人件費・事業
費・管理費

人件費・事業
費・管理費



・延長保育（午後6時～午後8時）
・一時保育（利用期間月～金　保育時間午前9時～午後5時）
・子育て支援【あおぞらクラブ】：育児相談、子育ての情報交換　他

 補助・交付金の対象経費（項目）
人件費・事業
費・管理費

人件費・事業
費・管理費

人件費・事業
費・管理費

事務局の状況
（19年度）

0繰越金

 構成員(団体)数 （20年3月末現在）　職員数　7人

25

■運営費のみに充当 □事業費のみに充当
補助金等の充当
状況（19年度）

収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 109 25

9,132

□運営費・事業費の双方に充当

設立年 平成16年

１９年度 (決算)

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書
整理番号 19-13-2

交付先の名称
及び代表者名

　ＮＰＯ法人　子どもの家　あおぞら保育園　理事長　山田ひさえ

31 ％ 36 48

31 ％ 36 ％

％

10,500

10,500

％

48

13,651

％

別紙２ 付　　　　　表

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 　認可外保育園運営費補助金

＜継続用＞

104

9,755

1,051 1,165 1,580

5,835 8,147

109

10,525

繰越金

人件費

事業費

2,316

13,651

管理費

収　入　合　計 （Ｂ）

2,246 1,188

9,241

4,544 7,012

【交付先団体等の決算･予算の状況】

収　　入

738

施設整備補助金

509

787

466その他

6,488本市補助･交付金の額（Ａ）

保育料

２０年度 (予定)

3,789

5,804

26

0

（単位：千円）

寄付金 100

0

１８年度 (決算)区　　　　分

85

2,831

支　出　合　計 （Ｃ）

 全体支出に対する本市補助・交付金の

 割合　　  （Ａ）÷（Ｃ）

 交付先団体等の
 活動目的

 交付先団体等の
 活動内容

　２１世紀を支える子どもたちがゆとりを持って、伸びやかな成長ができるよう、保育事業、遊びの場の提
供・情報交換・育児の仲間作りなどの子育て支援事業を行い、地域の方々と支えあいながら、地域ぐるみで
の子育ての場となるよう活動をすすめ、子どもの健全育成に寄与することを目的とする。

■補助団体にある □市役所にある

支　　出

補助・交付金の算出根拠
　保育基本分、牛乳支給代、除雪作業賃金、職員健康診断、子育て支援活
動、（Ｈ18年度のみ行事支援・施設改修）に対して補助

13,651
　 （Ｄ）

 対象経費に対する補助・交付金の割合

 補助・交付金の対象経費（金額）
9,132

（Ａ）÷（Ｄ）


